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要旨

グローバル・バリューチェーン（GVC）は、各国の生産システム間の相
互接続をますます強めており、生産効率を向上させる一方で、供給側からの
ショックに対する脆弱性をも増大させている。近年の自然災害、パンデミッ
ク、そして地政学的紛争の経験は、特定の産業や国で発生した混乱が、世界
的に断片化された生産ネットワークを通じていかに波及するかを浮き彫りに
した。こうしたショックが供給側（サプライサイド）の性質を持っているに
もかかわらず、既存の産業連関分析の多くは、需要主導型のレオンチェフ・
モデルに依拠しており、供給制約を捉えるには適切ではなかった。本稿では、
ゴーシュ（Ghosh）モデルに基づく供給側の産業連関フレームワークを採用
することで、この限界に対処する。さらに，ゴーシュ的な分配係数行列を、
産業間における供給フローの相対的な分布を表すものと解釈し、この行列を
有向重み付き生産ネットワークへと変換する。このアプローチにより、グ
ローバルな生産ネットワークにおいて、供給ショックの潜在的なボトルネッ
クや増幅器として機能する、構造的に中心的な国や産業を特定する。

Keywords： グローバル・サプライチェーン, 供給ショック, ゴーシュ・モデ
ル, ネットワーク中心性，インパルス反応関数
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はじめに

伝統的に，ほぼ独立した国家システムとして分析されてきた生産システム
は、現代では，グローバルな規模でますます相互に接続されてきている。サ
プライチェーンはグローバルに地理的に分散した個別の段階に組織されてい
る。空間的に分散された生産システムでは、複数の国の企業が異なる生産段
階に属し、多段階的で非線形かつ地理的に境界のない生産経路に沿って中間
製品を交換し、最終需要に向けた製品やサービスで完結する世界規模の貿易
ネットワークを形成している（e.g., Baldwin, 2016）。

こうしたグローバル・バリューチェーン（GVC）の発展により、多くの
グローバル企業は、一方において多くの新興経済を自己の生産ネットワーク
に組み込み、グローバルな規模での生産効率を高めてきた。それは新興経済
の側からみれば、GVCへの参加の機会を与えられ、技術移転や雇用の創出
といった機会を与えられるものでもあった。

しかし、他方でGVCは，生産ネットワークがグローバルに分散され組織
されるため、ネットワーク上の産業で問題が発生すると、生産ネットワーク
全体が機能麻痺に陥るというリスクも同時に高めることとなった。じっさい
多くの国が、自然災害やパンデミック等によってGVCの脆弱性を経験して
きた。

たとえば、Acemoglu et al.（2012）は特異なミクロ的ショックによって
経済全体の変動が惹起される可能性があることを指摘している。生産ネッ
トワークの中心は、そこに何らかの経済的ショックが発生したとき、中心
それ自体が起点となり、ネットワークによって結びついた他産業に変動を
もたらす可能性がある。あるいはかりにネットワークの周辺的な部門に
おいてショックが発生した場合でも、周辺部門が中心とリンクしている場
合、中心をつうじてショックが他の部門に波及して行く（Acemoglu et al., 
2012; Carvalho 2014; Cerina et al., 2015; Wu, 2015; McNerney et al., 2021; 
Georgieve, 2025）。ネットワークの中心は経済的ショックを増幅させる可能
性を有する。こうした文脈においては脆弱性は，特定の国・産業が他の国・
産業に対して有する依存構造を前提とした上での、他の国・産業の変動に
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よってもたらされる潜在的な経済的変動を意味する。それはセクターの絶対
的な規模（絶対的な取引額）にもとづくものではなく，技術的依存関係構造
から生み出されるボトルネックを意味する１。

本稿の目的は，グローバル生産ネットワークに焦点をおき、その潜在的な
脆弱性を追求することにある。こうした問題に答えるため，第１に，OECD
（2023）の国際産業連関表Inter-Country Input-Output（ICIO）を利用し，
GVCにおける各国・産業の影響の大きさとその変化を示す。

次いで，ICIOの投入産出表の中間取引行列をネットワークに変換し、産
業連関表を単なる行列表としてではなく、ノードとエッジを持つ複雑な
ネットワークとして捉える（e.g., Cerina et al.,2015; Criscuolo and Timmis, 
2018a, b; Aleskerov, et al., 2024; Georgieva, 2025; Ito et al,. 2023,）。言いかえ
れば，これは「物的・技術的な依存関係」の分析から「サプライチェーンの
リスク」の分析へとシフトすることを意味する。

以下，本稿は次のように構成される。続く第Ⅰ節においては，産業連関が
生産ネットワークの「脆弱性」分析においてどのように利用されてきたかを
概観する。次いで，第Ⅱ節では本稿で利用される国際産業連関データについ
て概観するとともにGVCにおける各国の産業の位置を確認する。Ⅲにおい
ては国際産業連関表をネットワークに変換し，国際生産ネットワークの中心
性を明らかにする。そして最後に，国際生産ネットワークの構造的および動
態的脆弱性を明らかにする。

Ⅰ　ネットワーク理論にもとづく供給制約分析

周知のように、産業連関においては最終需要の変化に起因してある産業の
生産が変化したとき、上流の投入産業に対する需要が変化して行く。その意
味では需要主導型モデルであり，そうした変化の影響の評価にはレオンチェ
フ（Leontief）モデルが利用されてきた。しかし，2000年代以降，多くの国

１　こうした目的から産業連関のネットワークへの転換にあたっては投入係数や分配
係数といったシェアを利用する。これは国・産業の相対的な関係を表現する。
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が，自然災害，パンデミックそして戦争に直面し，突然のサプライチェーン
の寸断を経験した。その結果、供給制約に直面した際、それが経済全体にど
のような影響を及ぼすかが注目されるようになっている。こうして「サプ
ライサイドの投入・産出モデル」（Miller and Blair, p.543）と呼ばれるゴー
シュ（Ghosh）モデルにも注目が集まるようになってきた。

投入産出モデルを災害分析に適用した諸研究に対する体系的な評価
（Galbusera and Giannopoulos, 2018）によれば，災害は供給側ショック（生
産停止・インフラ障害）であるにもかかわらず，災害分析ではレオンチェ
フ・モデル（需要ショック対応）が圧倒的に多く利用されてきたという。こ
の点を指摘した上で，彼らは需要モデルだけでは供給制約２を適切に表現で
きないと主張し、そこに供給制約を扱えるゴーシュモデルの有用性があると
主張している。

本稿では従来のレオンチェフの逆行列にもとづいた需要主導型分析よりも、
供給ベースのゴーシュ逆行列を利用する。これによって各国・産業の後方連
関と前方連関の連関性の強さを比較し，グローバル・サプライチェーンにお
ける基幹的な国・産業（すなわち最も結びつきが強く、その意味で最も「重
要」な国・産業）を特定することができる。またこうした指標にもとづき
国・産業を空間的なクラスターに分類し，国際比較を行うことも可能となる。

しかし，以上のような産業連関の分析には限界がある。従来の国際産業連
関表ベースの分析では、国際的な産業間の「つながり」－波及の程度－は理
解できるものの、その「つながり」やその産業の重要性－影響力－を理解す
るには限界がある。

グローバル経済はたんなる国々・産業の集合としてではなく、複雑に絡み
合った一つの巨大なネットワークシステムとして理解される。産業連関－投

２　下田・藤川（2012）は、レオンチェフ・モデルにくわえ、ゴーシュ・モデルを利
用し、東日本大震災によって引き起こされた供給制約が、地域別・業種別に及ぼし
た間接被害を推計している。佐野・長町（2022）は、ゴーシュ・モデル－正確には
下田・藤川（2012）のハイブリッド型モデル－を利用し、供給制約が起こったさい
の生産、雇用への影響を、産業連関表を用いて推計し、主要10業種の供給制約に伴
う雇用者数およびGDPへの影響を示している。
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入・産出構造－をネットワークに転換することにより、そうした巨大なネッ
トワークシステムを分析することが容易となる。くわえて、さまざまなネッ
トワーク理論のツールを利用することにより、その経済の生産ネットワーク
においてどの部門が潜在的に重要かを把握することができる。

ネットワーク理論にもとづいた産業連関構造を分析した研究としては、と
りわけ、Acemoglu, et al.,（2012）, Carvalho（2014）が注目される。彼らの
認識では経済はネットワークであり、その構造がマクロ的な変動の大きさ
と持続性を決定する。セクター間の投入産出ネットワークの構造、特にそ
の非対称性がミクロレベルの個別的ショック（idiosyncratic shocks）を伝
播・増幅させるメカニズムとして働き、マクロ経済全体の変動（aggregate 
fluctuations）を生み出すと主張されている。こうした研究は、産業連関へ
のネットワーク理論からのアプローチが、サプライチェーンに潜在的なリス
クを分析するにあたってきわめて有益であることを示唆する。

本稿の課題は，とくに供給側からアジア生産ネットワークの脆弱性がど
こに見出されるかを明らかにする点にある。上述のように、供給制約に焦
点を当てる場合、供給主導型のゴーシュ・モデルが利用される。産業連関に
もとづくゴーシュの分配係数行列（distribution coefficient matrix）をネッ
トワークに変換することによって供給制約の文脈においてどの国・産業が高
い影響力を有するか、すなわち、どの国・産業が供給のボトルネックとなり、
供給ショックをネットワーク全体に連鎖する増幅器になるのかを検討する。
同時に、供給元の多様性を検討することによって、供給制約に対するレジリ
エンスも評価する。

本稿ではこうした研究を踏まえ、ICIOへのネットワーク分析の適用にあ
たっては、第１に、ICIOを通常のネットワークへと転換、つまり国・産業
をノード、投入産出（取引）関係をエッジとする。第２に、転換されたネッ
トワークを各種の中心性指標によってその特徴を描く。同時に、その推移を
追跡し、中心性・脆弱性の変化を捉えることを試みる。
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Ⅱ　グローバル・サプライチェーンにおける各国の産業の位置

本節では国際産業連関表データを利用し，アジア各国の産業がグローバル
サプライチェーンにおいてどのような役割を担っているか、またその時系列
的推移を確認する。

このため，第１に，国際産業連関表を利用し２つの連関性指標（後方連関，
前方連関）を作成する。その上で両指標によって構成される座標平面に各
国・産業をマッピングし，需要の波及と供給の波及の両面においてアジア諸
経済・産業がグローバル・サプライチェーンにおいてどのような位置を占め
るかを明らかにする。そして第３に、アジア経済のハイテク産業に焦点を置
き、その前方・後方連関指標の推移を検討することによってサプライチェー
ンにおける各国のポジションの変化を追跡する。

Ⅱ-1　連関性指標にもとづく国際生産ネットワーク

Ⅱ-1-1　国際産業連関表の概要

国境を越えた産業間の結びつきの実態を理解するにはOECD（2025）に
よって提供されている国際産業連関表（ICIO）が有益である。同連関表は
以下の図１のような構造を持つ。

図１　国際産業連関表（ICIO）の概念図
出所．OECD（2025)

OECD（2025）に収録されている国は81カ国（ROW: Rest of the World
を含む）である。ただし，Extended版では中国については加工Processing
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（CN1）と非加工Non-processing（CN2），またメキシコについてもグロー
バル製造業Global manufacturing（MX1）と非グローバル製造業Non-global 
manufacturing（MX2）が追加され，合計85カ国・地域である。また85カ国
それぞれが50の産業から構成されている（図１のインデックス名，列名を参
照されたい）。

Z（Intermediate use at basic prices）は産業間の中間投入と中間産出を表
す（4,250行×4,250列の行列）。行は産出を、列は投入を表現する。当然の
ことながら、すべての産出が他の産業の投入として使用されるわけではない。
産出の一部は、家計の最終消費支出（HFCE：Household Final Consumption 
Expenditure）、一般政府最終消費（GGFC：General Government Final 
Consumption）、粗固定資本形成（GFCF：Gross Fixed CapitalFormation）
など、最終需要（FD：Final Demand）へとまわる。最終需要FD（4,250行
×486列の行列）は国別およびその最終消費のカテゴリー別に表現されている。

中間産出と最終需要の合計は、国別・部門別の総産出（X：Output at 
basic prices）に等しく、これはまた総投入にも等しい。中間投入と総投入
の差は粗付加価値であり、これは税金から補助金を差し引いたもの（TLS：
Taxes less subsidies on intermediate and final products）と純付加価値
（V：Value added at basic prices）に分割される。

Ⅱ-1-2　レオンチェフモデルとゴーシュモデル－後方連関・前方連関指標

産業連関モデルの枠組みにおいて、ある特定の部門の生産は経済内の他の
部門に２種類の経済効果をもたらす。第１に、レオンチェフモデルにおいて
は、部門ｊが生産を増加させると、それは部門ｊ（買い手）が生産の投入の
ために使用する他の部門iの産出に対して、より多くの需要を生み出すとい
うことを意味する。「上流」「下流」という用語を利用すれば、特定の部門
ｊの生産とそれに利用される投入を供給する「上流」の部門ｉと結びついて
いることを示す。このために後方連関（backward linkage）という用語が使
われる。

第２に、ゴーシュモデルからみると、部門ｉの生産の増加は、部門ｉの生
産物を利用する他の部門ｊに対して供給を追加的に増加させることができる
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こと、すなわち部門ｉからそれを投入として利用する部門ｊに対して供給が
増加するということである。特定の部門ｉがその産出を販売する「下流」の
部門ｊと結びついていることを示すために、前方連関（forward linkage） 
という用語が用いられる（Miller and Blaire, 2022）。こうした各国・産業の
後方連関と前方連関の「関連性」の強さを比較することによってグローバ
ル・サプライチェーンにおける各国・産業のポジションを示すことができる。

以下では、OECDのICIO国際産業連関表を利用し，国境を越えた産業間
の関連性を示すために，レオンチェフ逆行列（Leontief inverse）にもとづ
く後方連関指標とゴーシュ逆行列（Ghosh inverse）にもとづく前方連関指
標を作成する３。

レオンチェフ逆行列の各要素lijは，産業jに対する最終需要が１単位変化
したときに，産業iの総産出額がどの程度変化するかを示す。したがってレ
オンチェフ逆行列の列和を求めることによって最終需要の１単位の変化が
経済全体の総生産に与える影響を測ることができる。これが後方連関指標
（Backward linkage）と呼ばれる。

後方連関指標（Backward Linkage）はレオンチェフ逆行列から計算され
る。Aを投入係数行列、Iを単位行列とすると、レオンチェフ逆行列は次の
ように定義される

（I－A)－1

lijをレオンチェフ逆行列の要素とすると、後方連関指標はレオンチェフ逆
行列の列和でとして定義される:

BLj＝∑
i
lij

レオンチェフ逆行列にもとづく後方連関指標はある産業の最終需要による
生産の変化が、他の産業の生産を遡及的にどれだけ誘発するかを測ることが
できる。すなわちある産業の生産増加によって、どれだけ上流の産業（投入

３　後方連関および前方連関指標についてはMiller and Blair（2022), ch.12を参照さ
れたい。
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財を供給産業）への需要を誘発するかを示す指標である。需要主導型モデル
demand-driven modelと呼ばれる（Miller and Blair, 2012）。

前方連関指標（Forward Linkage）はゴーシュ逆行列の行和として計算さ
れる。ゴーシュモデルにおける分配係数行列Bは中間取引額Zの各行の要素
を部門の総産出xで除することで求められる：

B＝x̂ －1Z

ここでx－1は総産出ベクトルxの逆数を対角要素に持つ対角行列である。
ゴーシュ逆行列は（i－B－1として計算される。ゴーシュ逆行列の要素gijを
とすると、産業iの前方連関はゴーシュ逆行列の行和として定義される：

FLi＝∑
j
gij

ゴーシュ逆行列の要素gijは，産業iの供給（付加価値）が１単位変化した
ときに，産業jの産出額がどの程度変化するかを示す。したがってGhosh逆
行列の行和を求めることによって、産業iの供給（付加価値）が１単位増加
したとき，経済全体の生産がどれだけ変化するかを測ることができる。これ
が前方連関指標と呼ばれる。

ゴーシュ逆行列から求められる前方連関指標は，ある産業の供給が１単位
変化したとき、それが他の産業の生産にどれだけ波及するかを測ることがで
きる。言いかえれば，ある産業が供給する財・サービスがどれだけ多くの下
流の産業に使われるか・依存されているかを把握することができる。した
がってこれはレオンチェフモデルとは対照的に、供給主導型モデルsupply-
driven modelと呼ぶことができる（Miller and Blair, 2012）。

Ⅱ-2　グローバル・サプライチェーンにおける各国の産業の位置

Ⅱ-2-1　グローバル・サプライチェーンにおける国・産業

Ⅱ-1-2で示した計算手続きをOECD（2025）のICIOに適用すると、4,250
行×4,250列のレオンチェフ投入係数行列とゴーシュ分配係数行列の表が得
る。これにもとづきそれぞれの逆行列を求めた上で、後方連関指標はレオン
チェフ逆行列の列和として、また前方連関指標はゴーシュ逆行列の行和とし
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て計算される４。
後方連関および前方連関指標はその値がいくつ以上になれば後方連関性も

しくは前方連関性が強いかを判断する絶対的な基準はない。そこでグローバ
ル・サプライチェーンに対する各国・各産業の重要性を比較するという目的
に即して、両指標をZスコアによって正規化し，各国・産業の影響力を平均
からの乖離の大きさによって評価する。すなわち平均０、標準偏差１に標準
化することで当該の産業が「平均より高いのか／低いのか」を相対的に評価
する（高瀬, 2022）。

以下では最初に、もっとも最新のOECD, ICIOデータにもとづき2022年時
点の前方および後方連関指標を示す。

(1）2022年のグローバル・サプライチェーンにおけるアジア経済の位置
2022年の国際産業連関表にもとづき後方連関・前方連関指標を作成し、上

述のように正規化し,各国・産業を、その２つの指標によって構成される座
標平面上にマッピングした。以下の図３は、横軸が後方連関指標、縦軸が前
方連関指標によって構成されている。この座標平面上に2019年の産業連関表
にもとづく各国・産業の連関指標が表示されている。ドットは85カ国の鉱工
業と製造業（ICIOの産業分類コードBとC番）の24産業を表現し、赤のドッ
トはそのうちアジア経済11カ国（中国－中国はCN1とCN2－、香港、日本、
韓国、台湾，およびインドネシア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、
タイ、ベトナム）の鉱工業・製造業を示している。

図２に示された後方連関・前方連関指標は平均ゼロのZスコアによって正
規化されている。したがって、プラスの値をもつ場合は、世界の85カ国・24
産業の平均よりも連関性が高いことを意味する。この図から理解されるよう
に、アジアの鉱工業・製造業の大半は垂直軸の右側に位置しており、世界の
鉱工業・製造の平均よりも高い後方連関性を有する。つまり、アジア経済は
世界の他の国に比べて，ある産業の生産が増加すると、上流の投入産業に対
してより大きな需要を誘発する。

４　OECD, ICIOのデータからの各種指標の計算にあたってはPython 3.1を利用した。
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図２　後方連関と前方連関における各国の鉱工業・製造業の位置, 2022年
注． 図には鉱工業と製造業セクターだけが表示されている. ドットは世界の国・産業（85カ国・24

産業)、赤いドットはアジア経済のそれを示す．後方連関はレオンチェフ逆行列、前方連関は
ゴーシュ逆行列にもとづいて計算され、両指標ともＺスコアによって標準化されている．破
線は45度線である．

さらに、多くのアジア経済・産業の多くが第Ⅰ象限に集まっている点も特
徴的である。アジア経済の産業（鉱工業・製造業）は後方連関にくわえ、前
方連関も高い値を示すことを意味する。したがって赤いドットで表示された
アジア経済・鉱業製造業の多くは上流の投入要素産業の生産を誘発すると同
時に、下流産業への重要な供給源でもあることが理解される。

第３に確認される点は、アジア経済・産業においてはGVCから切り離さ
れた孤立型の産業がきわめて少ないということである。これは後方連関、前
方連関ともマイナスになる第Ⅲ象限におけるアジア経済・産業（赤いドッ
ト）がほとんど観察されないということによって容易に理解される。した
がってアジア経済・産業の大半がグローバル・サプライチェーンに組み込ま
れていると言える。

したがってアジア経済が他の国・産業と比較して前方連関おいても後方連
関おいても相対的に重要であるということを示唆する。かりにアジア経済に
おいてショックが発生したとき、上流へも下流へも伝播する可能性が高い。
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そのような場合、アジアの国・産業は需要ショックの伝播者として比較的強
い影響力を与える可能性がある。他方、前方連関が特に重要である経済圏に
対してはアジア諸国・産業は発生した供給ショックの源泉となりやすい。

Ⅲ　ネットワーク分析

これまで国際産業連関表から得た前方・後方連関指標にもとづいてアジア
の国・産業がグローバル・サプライチェーンにおいてどのような位置に立つ
かをみてきた。だが、後方連関，前方連関はそれぞれ、ある産業が上流の産
業に与える直接・間接の波及の大きさ，あるいはある特定の産業が下流の産
業に与える直接・間接の波及の結果の大きさを要約した指標にすぎない。し
たがって後方連関・前方連関だけではその影響の波及プロセスを理解する
にあたっても，ある特定の産業の重要性を評価するにあたっても限界があ
る。そこでIIで検討したように、国際産業連関表にネットワーク分析を適用
し、国際生産ネットワークにおいてどの産業が潜在的な脆弱性を抱えるかを
検討する。

こうした目的のため、OECDのICIOのデータからゴーシュ型の分配係数
行列をネットワークに転換する。その上で，第１に，産業間のつながり，つ
ながりの不均等性および脆弱性の変化等の分析から国際生産ネットワーク
全体の特徴を確認する。第２に，国際生産ネットワークにおける各産業の重
要性を検討する（中心性の分析）。中心性を明らかにすることによってどの
国・どの部門が中心的役割を担っているか，言いかえれば，どの国のどの産
業が潜在的な脆弱性を抱えているかを明らかにする。こうした中心性分析を
つうじて中心に位置する産業においてショックが発生した場合，経済全体に
どの程度の変動が生まれるかを検討することができる。そこで第３に中心に
位置する特定の国の産業にショックを与え，ショックが消滅するまでにどの
程度の期間を要するか，またどの程度の経済的影響が発生するかということ
を簡単なシミュレーションをつうじて確認する。

国際産業連関をネットワークに変換するにあたっては、供給制約に焦点を
置く本稿の分析課題から，一連の分析にあたってはゴーシュモデルの分配
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係数行列を利用する。Adarov（2012）では，中間投入・産出行列をネット
ワークに変換するさい，取引額そのものが利用されている（cf. Cerina et al., 
2015; Criscuolo et al., 2018; Alekerov et al., 2024）。それはネットワークの構
造やショックの規模を分析することに力点が置かれているためである。こ
れに対して本稿では、特定の国・産業が他の国・産業への依存関係にあるた
めに発生する潜在的な脆弱性を捉えること、言いかえれば投入・産出の相互
依存関係をつうじたショックの波及を評価することを目的とするため、ゴー
シュ型の分配係数行列を利用する（cf. Acemoglu et al., 2012; Carvalho, 2014; 
Xing, 2017; McNerneya, et al. 2021; Chi, et al. 2024）。たとえば、ある産業ｊ
が他の産業ｉの投入に強く依存している場合、産業ｊは産業ｉのショックに
対して相対的に脆弱である。そのさいシェア（分配係数）を用いることで、
セクターの絶対的な規模に関係なく、技術構造上のボトルネックや連鎖的な
破綻リスクを評価できる。

ネットワークの構築にあたっては重みつき有向ネットワークへと変換する。
重みはゴーシュ型の分配係数の値である。ネットワークの方向はゴーシュ型
モデルを前提とするため、国・産業iから国・産業ｊへとする（cf. Cerina et 
al., 2015）。

Ⅲ-1　国際生産ネットワークの変化

最初に、ネットワーク密度をつうじて国際生産ネットワークを概観する。
ネットワーク密度は，潜在的なエッジ数に対する現実のエッジ数の比率に
よって定義される。理論的にはすべてのノードの間にリンクを張ることがで
きる。だが，実際にはノード間を結ぶエッジはそれ以下となる。生産ネット
ワークの文脈で言えば，すべての産業の間に取引関係を考えることができる。
しかし，実際にはすべての産業が取引関係を形成することはない。ネット
ワーク密度は潜在的に可能な取引関係数に対する現実の取引関係数の比であ
る。

以下の図３は各年のネットワーク密度を計算し，1995年から2022年のサン
プル期間全体にわたり描いたものである。
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図３　ネットワーク密度の推移, 1995～2022
注．重みつき有向ネットワークはゴーシュ型分配係数行列をもとに作成．

こうした推移をみると，ネットワーク密度は1995年から2000年代後半にか
けて一貫して上昇するものの，４つの後退期を経験していることが確認され
る。その最初のものは1997～98年のアジア通貨・金融危機およびそれに続く
ロシアの財政破綻の時期である。第２の後退期は，2008年のリーマンショッ
クの時期である。これを機に生産ネットワークの拡大は停滞し，その影響は
その後10年間にも及ぶ。第３に，2015年近辺であり，いわゆるチャイナ・
ショック（中国株の下落）に端を発した中国の需要減退が資源輸出に依存す
る新興国に負の影響を与えた時期である。そして最後に，コロナ・パンデ
ミック期であり，この時期にも取引のつながりが縮小していることが観察さ
れる。

長期的には、国際生産ネットワークが拡大していること，すなわち世界の
生産ネットワークは非常に緊密なネットワークへと発展してきたことが確認
される。しかし，４つの危機の時代にはネットワークの縮小も観察される。
とりわけリーマンショック時にはネットワークの形成が低下し、その影響は
10年近くにも及ぶことが理解される。したがって国際生産ネットワークは拡
大するものの，そこには４度のショックがネットワーク全体に負の影響を与
えたことも理解される。この点を確認するために，次に国際生産ネットワー
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クの脆弱性を検討することにしたい。

Ⅲ-2　国際生産ネットワークの脆弱性

国際生産ネットワークの脆弱性を検討するために，生産ネットワークのあ
るノード（産業）で小さなショックが発生した場合，その影響がネットワー
ク内で増幅するのか，あるいは減衰するのかを検討することにしたい。その
点を評価するためにゴーシュ分配係数行列から作成された有向重み付き隣接
行列の最大固有値（λmax）５を計算する。以下の図４には各年の最大固有値
を描いたものである。

図４　最大固有値（スペクトラム半径）の推移, 1995～2022
注．最大固有値はゴーシュ型分配係数行列（隣接行列）にもとづき計算．

最大固有値が１を下回る場合（λmax < 1），ショックの影響は徐々に小さ
くなり，システムは安定化する。他方，それが１を上回る場合（λmax > 1），
ショックの影響が自己増幅的となり，システムが不安定化する。したがって
最大固有値は国際生産ネットワークの増幅率であり，脆弱性の指標としても
理解できる。ここではこの最大固有値λmaxを観察することによってネット

５　λmaxの形式的な定義についてはAppendix Aを参照されたい。
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ワーク全体の脆弱性の変化を追跡する。
図４において1995～2022年のλmaxの推移をみると，期間をつうじた単純

平均は0.42，最大値は0.44，最小値は0.40である。そのかぎりでは増幅率は
低い。ネットワーク全体が連鎖的に崩壊するようなシステム的な発散のリス
クは低い。だが，2005年、2010年、2015年に見られるスパイクは、ネット
ワーク内の減衰メカニズムが一時的に弱まったことを示唆している。これは、
ショックの累積的な影響度が高まり、負の影響がネットワーク内に長くとど
まる「構造的な脆弱性」がこの時期に高まったと解釈できる。

λmaxが経済のショック期にスパイクする現象は生産ネットワークが多様
で柔軟な状態から特定の太いパスに依存した、遊びのない硬直的な状態に変
化したため、行列の結合強度（λmax）が一時的に跳ね上がったことを反映
していると考えられる。経済的には，ショック時に非効率な取引や補助駅な
供給ルートが淘汰され、代替困難なインフラや基礎素材といった不可欠な供
給ルートへと取引が集中すると考えられる。この供給経路の集中が、行列の
結合強度（λmax）を一時的に押し上げ、結果としてネットワーク全体の減
衰能力を低下させ、ショックに対する脆弱性を高めたと推察される。

Ⅲ-3　国際生産ネットワークにおけるショックの局所化

Ⅲ-3-1　モジュラリティ

脆弱性指標（λmax）によって国際生産ネットワーク構造の不安定性を観
察してきた。しかし，それはネットワーク全体の評価であり，ネットワーク
内部で進行している構造的な疎密の変化や局所的な分断を捉えるには限界が
ある。例えば、全体としての結合強度が同じであっても、それが一様な繋が
りによるものか、あるいは特定の閉鎖的なグループ（コミュニティ）の形成
によるものかで、経済的レジリエンスの文脈は大きく異なる。ここではさら
にそうした変化を捉えるために，ネットワーク内のコミュニティ構造を評価
するモジュラリティ概念を導入し，生産ネットワークの多極化や分断の実態
を詳細に検討する。

以下の図５はモジュラリティ（Q）の推移を示したものである。モジュラ
リティとは，グループ内のつながりが密であり，グループ間のつながりが疎
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である場合「良い」分割と評価される。言わば，グループ（コミュニティ）
分割の「良さ」を測る指標である。より具体的にはモジュラリティはリンク
がランダムに張られている場合と比べて，どれだけ内部リンクが密集してい
るかを計算する。

モジュラリティが高い場合、国・産業ブロック内は密であり、ブロック間
は疎だということを意味する。したがってある産業で発生した供給ショック
は同一のブロック内では広がるが、他のブロックへと拡散する可能性は低い。
すなわち、ショックが局所化される（cf. Joyez, 2026）。

他方、モジュラリティが低い場合、ネットワーク全体が相互に強く連結し
ていることを意味する。したがってある産業で発生したミクロ的ショックは
経済全体に伝播しやすくなる（cf. Acemoglu et al. 2012; Carvalho, 2014）。

図５　モジュラリティQの推移, 1995～2022年
注． モジュラリティQの計算にあたっては結合の強さだけをみるために

グラフは無向グラフに変換してある.

一般的に，Q > 0の場合，ランダムな状態よりもグループ内の結合が強い
（コミュニティ構造が存在する）と評価され，さらに１に近くなるにつれて，
非常に明確なコミュニティ分割ができていると評価される。図５をみると，
モジュラリティは長期的には低下している。これは生産ネットワーク内のコ
ミュニティ分割が低下し，境界が曖昧化しつつあることを意味する。言いか

－　　－27



ネットワーク理論にもとづくグローバル生産ネットワークの脆弱性に関する分析

えれば，ネットワーク全体が一体化（あるいは複雑化）の方向へと進化しつ
つあることを示唆する。

さらに，ゴーシュ型分配係数を基礎とした国際生産ネットワークであるこ
とを考慮すれば，ある特定の産業から供給される生産物が，特定の川下産業
だけではなく，より広い産業へと分配されるようになったと解釈される。す
なわち，ある産業の原材料・中間投入が，より多くの産業へと供給され，供
給先産業が多様化される。

しかし、長期的には生産ネットワークの一体化が進んでいるものの、2008
年のリーマンショック時には一体化への動きが一時的に逆転し、その後、10
年以上にわたり、停滞する。さらに、コロナ・パンデミックの時期にも小さ
なスパイクが確認される。だが、パンデミック危機を終えると、モジュラリ
ティが急激に低下し、ふたたび生産ネットワークの一体化が強まる。

したがって近年ではモジュラリティ（Q）は低下し，産業間の境界が崩れ，
一体化しつつあると言える。だが、それは各国が特定の供給ネットワーク・
ブロックに再統合されつつあることを示しているようである。同時に，前項
で検討した脆弱性指標（λmax）の上昇は，この統合されたネットワークが
特定のハブ産業からの供給ショックに対して極めて敏感な構造へと変容した
ことを示唆している。そこで次に，どの国のどの産業が国際生産ネットワー
クの中心となっているかを探索することにしたい。

Ⅲ-3-1　中心性概念

ネットワークの中心性を表現する指標としては複数の指標が考案されてい
る。もっとも頻繁に利用される，簡便な中心性指標は，次数中心性である。
同指標は多くのノードとつながりをもったノードほど中心的な役割を果たす
という考えに基づくものであり、あるノードに接続するエッジの数によって
評価される。具体的には、次数中心性はあるノード（国・産業）とつながる
エッジの数（重みつきの場合はそのノードに接続されているエッジの重みの
合計）によって中心性を評価するものである。

次数中心性指標は直接的な連関のみを捉え、間接的な連関を無視している
点，また同じ重みのつながりは等しく重要だと仮定する点が問題点として指
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摘されている。実際には、ネットワークにおいては、あるノードが他のノー
ドよりも重要であるケースがある。固有ベクトル中心性はそうしたノードの
重要性を考慮したものであり、重要なノードと接続されているノードもまた
重要だという考え方を反映した指標である。ノードの中心性は接続先のノー
ドの中心性に依存して内生的に決定される。生産ネットワークの文脈で言え
ば重要な供給元産業から供給を受けている産業それ自体も重要だということ
を意味する。この中心性指標によって供給ネットワーク全体において戦略的
な位置を占める産業を特定できる。そうした産業は、供給ショックが発生し
た場合、その影響をネットワーク全体へと増幅・伝播させる起点となりうる
（Acemoglu et al., 2012; Alves et al., 2012）。
　固有ベクトル中心性は形式的には次のように定義される：

x＝λ－1 Ax

ここでxは固有ベクトル中心性指標を要素に持つベクトル，λは隣接行列
Aの最大固有値である。

固有ベクトル中心性にも，有向グラフにおいて欠点がある。他のいずれか
のノードからもエッジが入ってこないノード（入次数がゼロのノード）は，
その中心性が０となり、さらにそのようなノードからのみエッジを受け取っ
ているノードについても中心性がゼロとなってしまう。この問題を解決する
ために、すべてのノードに一定の基礎的な中心性与えた指標がKatz中心性
である。Katz中心性は次のように定義される：

x＝αAx＋βI

ここでαは減衰パラメータ、βはすべてのノードに共通に付与される外生
的な中心性、１はすべての要素が１のベクトルである。

固有ベクトル中心性およびKatz中心性指標はいずれも、直接的なつなが
りだけではなく、間接的な連関も含めた多段階の連関をつうじて決定される。

直接・間接の影響度から中心性を特徴づけるKatz中心性と異なり，媒介
中心性はネットワーク内のあるノードが他のノードの間の「仲介」として
どの程度重要かを測る指標である。形式的には，あるノードvの媒介中心性
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CB(v)は以下のように定義される，

CB(v)= ∑
s≠v≠t∈V

σst(v)
―σst

vはネットワークに含まれる全ノードの集合，σstはノードｓからノード
ｔへの最短経路の総数σst(v)はノードｓからノードｔへの最短経路のうち
ノードｖを通過するものの数，s≠v≠tは中心性を計算する対象のノードｖ
は始点ｓおよび終点ｔではないという条件である。

上述のKatz中心性があるノード（産業）の影響力の全体を評価するのに
対して，媒介中心性はショックがどこを通過するかを示す指標である。した
がって国際生産ネットワークにおいて供給制約の震源地となる構造的な脆弱
性産業（ボトルネック）を特定できる。

本稿ではこうした２つの中心性指標を利用し、以下の２つのステップをつ
うじて生産ネットワークにおいてどの国のどの産業が中心の位置を占め，潜
在的な脆弱性を抱える産業となるのかを明らかにする。

第１ステップにおいては，世界生産ネットワークにおいて，各産業ノード
のKatz 中心性および媒介中心性を算出し，これらを国別に平均化すること
で，「影響力の大きい産業」「構造的に媒介的な産業」を平均的に多く抱え
る国を特定する。第２ステップにおいては，特定された国について産業別中
心性を検討し，国レベルの重要性を支える中核産業を明らかにする。

Ⅲ-3-2　どの国・産業がもっとも高い中心性を有するか

どの国・産業が国際生産ネットワークの中心であるかを明らかにするため
に、最初に、Katz中心性指標の推移を描く。上記のようにKatz中心性はα
とβの２つのパラメータに依存するが、計算にあたっては各ノードが有する
基礎的な影響度を表現するβについてはβ=１とし、影響度の減衰率αにつ
いては収束条件６も考慮し、α=1.5とした７。

６　減衰率α，隣接行列Aの最大固有値をλmaxとしたとき，収束条件はα<1/
λmaxとなる。

７　パラメータに対する頑健性チェクについてはAppendix Bを参照されたい。
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図６においては，アジア経済にくわえ比較のためにドイツとアメリカを加
えた９カ国のKatz中心性指標の国別の推移が描かれている。この図?によれ
ば、1990年代において最も中心的な産業の多くはアメリカ、ドイツおよび日
本に存在する。だが、2000年代後半には日本経済の産業に代わり、中国経済
の産業が中心へと移る。さらに、リーマンショック時にアメリカ経済および
ドイツ経済の産業の中心性も低下し、その後、中国経済の産業のKatz中心
性指標はコロナ・パンデミック期に至るまで一貫して上昇し続ける。

2010年代以降、国際生産ネットワークの中心が中国経済の産業へと移る。
直近の2020年時点の国際生産ネットワークにおいても，直接的影響にくわえ
て間接の影響力を含めた総合的な影響力から評価した場合，中国経済の産業
が依然として中心に位置する。

図６　Katz中心性の国別推移：全産業
注． 各国のKatz中心性指標はそれぞれの国のすべての産業のKatz中心性指標を単純平均したもの

である．ただし、中国（CHN）についてはCN2（Processing）の中心性指標はきわめて低い
ため、CN1（Non-Processing）のみを採用．
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次に，各年において産業別媒介中心性を算出し，国別平均を取ることで，
世界生産ネットワークにおける各国産業の構造的媒介性を測定８する。重要
な産業の探索にあたり媒介中心性を利用した場合でも，一方では，Katz中
心性指標の動きと同様に，国際的な供給ネットワークにおける中国経済の産
業の重要性が浮き彫りになる。したがって中国経済の産業群は，より大規模
で密なネットワークの中で多くの最短経路に関与している。

他方で，Katz中心性と異なり，マレーシアの産業の重要性も観察される。
1995年から2000年代前半までは最も中心的な国・産業のハブはマレーシア
の産業にあった。だが、2000年代後半からは中国経済の産業が中心へと転じ、
コロナ期までは国際生産ネットワークにおいて中国経済の産業が中心的な産
業となっている。だが、コロナ直後は中国経済の産業の媒介中心性は急速に

８　媒介的中心性指標は正規化されていない。このため同中心性指標は経路数の総和
であるため絶対値は大きい。本稿では非正規化媒介中心性指標は順位比較にのみ用
いる。

図７　媒介中心性の国別推移
注． 各国の媒介中心性指標はそれぞれの国のすべての産業の媒介中心性指標を単純平均したもの

である.また媒介中心性の計算にあたっては，ゴーシュ型分配係数の逆数を「距離」として定
義してある．
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低下し、代わって韓国，マレーシア，ベトナムおよび日本経済の産業の媒介
中心性が重要性を増している。こうした点から供給先の多様化が発生してい
ることが伺われる（いわゆるサプライ・チェーンの再編）。

世界の生産ネットワークの取引を仲介する産業の多くは2000年代前半まで
はマレーシアに存在していたが、その後、中国経済の産業にとって代わられ
る。その後、コロナ・パンデミック期まで世界の取引は中国経済の産業を通
過することを示している。とりわけコロナ・パンデミック期には大半の取引
が中国の産業に集中する。この時期、潜在的に、脆弱な産業（ボトルネッ
ク）は中国の産業に見出される。

したがって長期的には、マレーシア産業群の重要性も指摘されるものの，
媒介中心性の観点からみた場合でも，中国の産業が世界の供給ネットワーク
において中心的な位置を占めていることが理解される。中国経済の産業が異
なる地域・産業を結びつける上で、不可欠な中継地点となっている。逆に言
えば，中国経済の産業が構造的に脆弱な産業（ボトルネック）となる可能性
がある。そうした産業が供給制約の震源地となり，下流の産業に広範囲に影
響を与える可能性が指摘される。

以上のように，Katz中心性によって特定経済の産業群の影響力を，また
媒介中心性によってその構造的媒介性を検討してきたが，いずれの指標に
もとづいても，重要な産業群を抱えるのが中国経済であることが理解され
る。言いかえれば，中国経済が影響力ある産業（Katz中心性）と構造的に
媒介的な産業（媒介中心性）を平均的に多く抱えていることが明らかになっ
た。そこで次に中国経済内部に焦点を移し，国際生産ネットワークにとって
の中心の産業を見出すことにしたい。

Ⅲ-3-3　中国経済における中心性の探索－どの産業が高い中心性を有するか９

中心性分析にもとづくと，国際的な供給ネットワークにおいて中国の農水
産業、鉱工業（産業コードAおよびB）についてはほとんど意味ある結果は
得られなかった（同諸産業の媒介中心性指標はゼロである）。そうした産業

９　国別中心性分析の結果にもとづきCN1で計算
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は国際的な供給ネットワークにおいてほとんど仲介的な役割を果たしていな
いようである。しかし、製造業産業（産業コードC）の媒介中心性指標およ
びKatz中心性指標をみると，国際的な供給ネットワークに対して中国経済
の諸産業が中心的な役割を担っている（図６および図７）。そこで以下では
製造業産業のKatz中心性指標と媒介中心性指標をプロットし、中国経済に
おいてどの産業が中心的な産業であるかを確認する。

図９　Katz中心性指標　フォーカス産業
注． C13T15（繊維工業、衣服・その他の繊維製品製造業、なめし革・同製品・毛皮製造業)，C19 

（石油製品・石炭製品製造業)，C22（プラスチック製品製造業、ゴム製品製造業)，C26（コ
ンピューター、電子・光学機器)，C27（電気機器)，C301（船舶製造・修理業、舶用機関製
造業)，C302T309（航空宇宙・船舶など先端輸送機器)，C31T33（家具・装備品製造業、そ
の他の製造業、機械器具修理業）

図９のKatz中心性の推移をみると，国内産業の中でも，石油製品・石炭
製品製造業（C19），電気機器（C27），コンピューター、電子・光学機器
（C26）産業が，他の産業以上に，国際供給ネットワークに対して強い直
接・間接の影響を与えることが理解される。この３つの産業は，とりわけ
WTO加盟後に上昇し，その後も一貫して上昇している。これは国際生産
ネットワークにおいて同産業群の相対的な地位が上昇したことを明瞭に示す
ものである。したがって同産業に供給ショックが発生した場合，同産業はそ
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のショックを国際生産ネットワーク全体に波及させる起点となる可能性が高い。
他方，プラスチック製品製造業、ゴム製品製造業（C22），繊維工業、衣

服・その他の繊維製品製造業、なめし革・同製品・毛皮製造業（C13T15），
および家具・装備品製造業、その他の製造業、機械器具修理業（C31T33）
産業のKatz中心性の数値は微増もしくは横ばいである。したがって，こう
した伝統的な，労働集約的諸産業は国内の他産業，および他国への諸産業の
直接・間接の影響力は低下していることが伺われる。

図10　媒介中心性指標　フォーカス産業
注． C13T15（繊維工業、衣服・その他の繊維製品製造業、なめし革・同製品・毛皮製造業)，C19

（石油製品・石炭製品製造業)，C22（プラスチック製品製造業、ゴム製品製造業)，C26（コ
ンピューター、電子・光学機器)，C27（電気機器)，C301（船舶製造・修理業、舶用機関製
造業)，C302T309（航空宇宙・船舶など先端輸送機器） 

媒介中心性はKatz中心性のように一貫せず，変動しているが、リーマン
ショック直後の2010年とコロナ・パンデミック期の2020年にスパイクを見せ
ている。これは危機の時代にとくに中国経済の諸産業が生産ネットワークに
おいて他の産業間の最短経路上に頻繁に出現し、中間財が必ず通過する点で
あり、代替が効かないボトルネックだということを示している。

図10から理解されるように，媒介中心性からも同様に、電気機器産業
（C27），コンピューター、電子・光学機器産業（C26）および航空宇宙・船
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舶など先端輸送機器（C302T309）産業が国際生産ネットワークにおいて重
要な中心的産業となっている。したがって同産業において何らかのショック
が発生した場合、同産業が国際生産ネットワークにおいて供給制約の震源地
（ボトルネック）となる可能性がある。

したがって両指標に共通の重要な中心的産業はコンピューター、電子・
光学機器（C26）産業と電気機器産業（C27）である。すでに述べたよう
に、Katz中心性はあるノード（産業）の影響力の全体を評価する指標であ
り、媒介中心性はショックがどこを通過するかを評価する指標である。した
がって国際生産ネットワークにおいて供給制約の震源地となる構造的に脆弱
な産業は，中国経済のコンピューター、電子・光学機器（C26）と電気機器
（C27）産業である。

Ⅳ　レジリエンス

Ⅳ-1　ネットワーク構造のレジリエンス

Katz 中心性の分散は，生産ネットワークにおける重要性の集中度を表し，
一部産業へのショック集中の可能性を示す。この分散の逆数はネットワーク

図11　国際生産ネットワーク構造のレジリエンス
注．レジリエンスはKatz中心性の分散の逆数である．
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全体がショックを平均化し得る能力―すなわち構造的レジリエンスの指標と
して解釈される。言いかえれば，ショック伝播における「ハブ依存度」の低
さ，すなわちネットワーク全体が，特定産業の障害にどれだけ耐えられるか
を示すものであり，Acemoglu et al.,（2012）によってマクロ的なレジリエ
ンスとして採用された指標である。

図11において見られるように，ネットワーク全体のレジリエンス指標は長
期的に低下している。それは構造的レジリエンスの低下であり，脆弱性の上
昇を示す。Katz中心性は多段階の取引経路，間接的依存関係を集約した影
響の総和である。したがってその分散が上昇（分散の逆数が低下）すること
は特定国の特定産業への中間財依存が高まり，ハブ産業の固定化が進みつつ
あることを示す。経済的には，小さな産業ショックがマクロ変動に変わりや
すい経済へと変質しつつあることを意味する。時間の経過とともにショック
を平均化できない構造へと移行している。

Ⅳ-2　動態的レジリエンス－インパルス反応関数（IRF）

すでに中心性分析によって国際生産ネットワークにおける中国経済の産業
の重要性を見出した。Katz中心性は累積的な総効果の結果を理解すること
はできるが，時間の経過とともに広がる波及効果を見ることはできない。そ
こでここではそうした産業にショックが発生したとき、インパルス反応関数
を利用し、ショックがどれだけ速く消えるか、どの産業が長く影響を保持す
るかを考察する。

分配係数行列 B の構造的違いが動学的調整過程に与える影響を明らかに
するため，本稿では減衰率λを最大固有値で正規化せず，年を通じて固定し
た値を用いてインパルス反応分析を行う。ただし，ここでのインパルス反応
関数は現実時間の応答ではなく、単年度の産業ネットワーク構造を固定した
下で一時的な供給ショックがどの程度の速度で減衰するかを示す動学的レジ
リエンス指標である10。

10　インパルス反応関数の計算手続きについてはAppendix Cを参照されたい。
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図７のパネル（a）は、中心的産業であるC26（コンピュータ・電子・光
学製品）に供給ショックが加わった際の、ネットワーク全体への累積的な影
響を示している。具体的には、供給ショックが時間の経過とともにネット
ワーク内の全産業へどのように波及し、その後減衰していくかを描写してい
る。1996年時点では、ショック直後から影響は即座に解消し始めていた。そ
れとは対照的に、2009年以降、特に2016年と2021年においては、初期ショッ
クの直後にネットワーク全体の影響が一時的に増幅するという行動変化が観
察される。もっとも、いずれの年においても、影響は数期間以内に急速に消
失しており、長期的な持続効果は確認されていない。

したがって、ショックの影響が消失するまでに要する期間は４つの時期を
通じて同程度であるものの、ショック直後において混乱がネットワーク全体
にどのように伝播するかという点については、明確な相違が観察される。

本分析においてもう一つの極めて重要なセクターとして特定された電気機
器（C27）産業（図７、パネル（b））についても、同様の結果が観察された。
しかし、重要な相違点も浮かび上がっている。このセクターを起点とする
供給ショックは、C26産業と比較して、初期段階においてグローバルネット
ワーク全体により激しく波及する構造となっている。この点において、中国
の電気機器セクターにおける混乱は、国際的な生産ネットワーク全体に対し

図12　中国のC26産業とC27産業に対する供給ショックのインパルス反応関数
注． セクターC26はコンピュータ・電子・光学製品産業を指し、セクターC27は電気機器産業を指

す。本シミュレーションでは、中国のC26（またはC27）セクターから生じた１単位の外生的
な供給ショックを想定し、選択した４つの期間におけるグローバルな生産ネットワークを通
じた動的な波及プロセスを追跡している。
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て、より顕著な即時的ボラティリティ（変動）を引き起こすと言える。

Ⅴ　結　論

本稿では、グローバル・バリューチェーン（GVC）における構造変化が、
国際的な生産ネットワークのアーキテクチャおよび供給ショックの波及プロ
セスをどのように再編してきたかを検討した。ゴーシュ型の供給主導型ネッ
トワークにカッツ・セントラリティを適用し、それをインパルス応答分析と
統合することで、直接的なつながりだけでは見えてこない、持続的な構造的
ボトルネックを特定した。

分析の結果、グローバルな生産ネットワークの重心が中国へと決定的に
シフトしていることが明らかになった。特に、コンピュータ・電子・光
学製品（C26）および電気機器（C27）セクターは、パラメータの設定に
かかわらず、一貫して中心的な地位を占めている。重要なのは、この中心
性が経済規模そのものではなく、ネットワーク内での機能的な埋め込み
（embeddedness）を反映している点であり、システム上の重要性を形作る
上で間接的かつ高次の供給依存関係が果たす役割を浮き彫りにしている。

さらに動学的な分析によれば、現代の生産ネットワークは供給ショック
に対して短期的な感受性が高まっている一方で、急速な収束性も示してい
る。これは、レジリエンスの劣化ではなく「変容」を意味している。この意
味において、GVCの深化はショックが伝播・吸収されるチャネルを再構成
し、より集中度が高まると同時に、より適応力の高いネットワークを生み出
したと言える。

これらの知見は、世界経済における構造変化とレジリエンスを評価する際、
ネットワークに基づいた動学的な視点を採用することの重要性を強調するも
のである。より広範には、本研究で構築された枠組みは、将来の混乱が進化
し続ける生産アーキテクチャとどのように相互作用するかを評価するための
基盤を提供し、産業政策やグローバルなリスク管理に対して重要な示唆を与
えるものである。
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Appendix A. ネットワークの構造的脆弱性の評価
　グローバル・バリューチェーンに内在するシステム的リスクを定量化する
ため、本研究ではネットワークの構造的脆弱性を示す主要な指標としてスペ
クトル半径（λmax）を採用する。
　特定の産業（ノード）で発生した供給ショック（例：原材料の不足）は、
その出力を購入する下流の産業へと伝播し、生産ネットワーク全体に連鎖的
な影響を及ぼす。初期ショックをベクトルｓとすると、このショックがネッ
トワーク全体に波及するプロセスは次のように定式化できる。

x＝s＋sΒ＋sΒ2＋sΒ3＋…＝s(Ι－Β)－1　（A1）

　ここで、Ｂはゴーシュ型の配分係数行列である。ｓは各セクターへの直接
的な混乱を捉えた初期ショックベクトルであり、ｘは生産ネットワークを通
じた波及の結果として生じる最終的な累積影響を表す。
　この無限級数が安定した有限の値に収束するための必要十分条件は、行列
Ｂのスペクトル半径（最大固有値）λmaxが１未満であること（λmax < 1）
である。数学的には、この波及プロセスは行列の累乗によって特徴づけら
れる。行列Ｂの固有値をλ1,λ2,…,λnとし、その最大値をλmaxとすると、
ｋステップ後のショック伝播の状態を示すBkは、基本的にはスペクトル半
径のｋ乗によって支配される。

BkλkmaxvwT　（A2）

　ここで、ｖおよびｗは、それぞれ最大固有値（スペクトル半径）に関連付
けられた右固有ベクトルおよび左固有ベクトルである。
　したがって、行列Ｂを繰り返し適用した際のシステムの動学的挙動は、そ
のスペクトル半径（λmax）によって決定される。
・ λmax<1 の場合：ショックの影響は生産工程を伝播するにつれて減衰し、

最終的にはゼロに収束する。この場合、ショックはネットワーク内で「消
散（dissipate）」し、システムの安定性が確保される。

・ λmax>1 の場合：波及の各段階で影響が拡大し、システム全体の不安定
化を招く。これは、ショックがネットワーク内で「増幅（amplify）」され、
発散プロセスに陥ることを意味する。
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　λmaxの算出は、ネットワーク全体の「接続密度（connectivity density）」
と「依存の強度（intensity of dependence）」を、単一の包括的な指標へと
効果的に凝縮するものである。λmaxの値が１に近づく、あるいは１を超え
る場合、たとえ局所的で小さな供給障害であっても、それが消散しにくく
なっていることを示唆する。このような条件下では、ネットワークの構造的
脆弱性が増大し、連鎖的な不全やシステム全体にわたる供給停止のリスクが
高まる。
　さらに、スペクトル半径はネットワーク内の「中心性の高いノード（ハ
ブ）」の接続強度に強く依存する。λmaxが大きいということは、特定の産
業群がシステム全体の安定性の鍵を握っていることを示している。その結果、
これらの重要なノードが損なわれた場合、ネットワーク全体が連鎖的な崩壊
（chain-reaction collapse）を起こしやすくなり、構造的レジリエンスが著し
く欠如していることを意味するのである。

Appendix B. 減衰パラメータに関する頑健性チェック
　中心性に基づいた我々の分析結果のロバストネスを検証するため、減衰パ
ラメータαの異なる値に対して、Katz中心性のランキングがどのように変
化するかを検討する。
　表B1は、７つの異なるパラメータ値α∈{0.05, 0.1, 0.5, 0.7, 1.0, 1.5, 
2.0}におけるKatz中心性の上位８産業を示している。なお、これらの値は
いずれも収束条件であるα<1/λmaxを満たしている。

表B1：異なったαの下でのKatz中心性のトップ産業（2021年のネットワーク)

Rank α＝0.05 α＝0.1 α＝0.5 α＝0.7 α＝1.0 α＝1.5 α＝2.0
1 C19 C19 C19 C19 C27 C27 C27
2 C27 C27 C27 C27 C19 C26 C26
3 C26 C26 C26 C26 C26 C19 C19
4 C22 C22 C22 C22 C22 C22 C13T15
5 C13T15 C13T15 C13T15 C13T15 C13T15 C13T15 C22
6 C31T33 C31T33 C31T33 C31T33 C31T33 C31T33 C31T33
7 C3202T309 C3202T309 C302T309 C302T309 C302T309 C302T309 C302T309
8 C301 C301 C301 C301 C301 C301 C301
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　α＝1.5をベンチマーク（基準値）とした場合、他のαの値における産業
ランキングとのスピアマン順位相関係数は、すべて0.92を上回っており、極
めて高い頑健性を示している。この結果は、我々の主要な知見、特に中国の
C26およびC27セクターを構造的ボトルネックとして特定したことが、特定
のαの選択に起因するものではないことを裏付けるものである。

Appendix C. インパルス反応関数にもとづくシミュレーション
　インパルス反応関数（IRF）は、特定の年における固定された産業ネット
ワーク構造を前提として、一時的な供給ショックが時間の経過とともに減衰
する速度を測定する動的なレジリエンス指標である。IRFは、背後にある供
給配分構造に従い、瞬間的な供給ショックが生産ネットワークに沿ってどの
ように減衰していくかを追跡する。
　本研究におけるシミュレーションは、以下のステップで進行する：
　　１． 初期ショック：選択された中心的産業ｋに対して、10%の負の供給

ショックを与える。
　　２． ゴーシュ型波及：時間ｔにおける供給制約のベクトルをstとする。

供給ショックの波及は、ゴーシュ型の配分係数行列Ｂによって支配
される。減衰パラメータαを導入すると、供給制約の動的な進化は
次のように与えられる。

st+1＝λBst　（C1）

　　３． 累積的影響：波及プロセスを反復することで、IRFは最終的にどの
産業が初期ショックの影響を受けるか、およびその累積的な影響の
大きさを特定する。

　Katz中心性とインパルス反応関数の関連に触れておく。Katz中心性は次
のように定義される。

c＝∑∞
t＝0(λB)t1　（C2）

　ここで、１はすべての要素が１のベクトルである。
　対照的に、IRFは以下の数列として定義される。
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{st }∞t＝0　（C3）

　これは、特定の初期ショックに続く供給制約のタイムパス（時間経路）
を記述するものである。したがってIRFはKatz中心性の時間分解された形
（time-resolved decomposition）と解釈でき、供給ショック・シミュレー
ションはKatz中心性の定常状態（steady-state）へと収束する。つまり、
Katz中心性は、ゴーシュ型配分構造を通じて波及する供給ショックのイン
パルス応答を、無限の時間地平にわたって集計することで得られる静止解を
表しているのである。
　この意味において、Katz中心性は生産ネットワークに組み込まれた供給
ショックの長期的な累積影響を要約したものであるのに対し、インパルス応
答関数（IRF）はそれらが時間とともに推移する動的な調整プロセスを明示
的に捉えたものである。
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